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長崎市においては、持続可能で健全な財政運営を行うため、向こう5年間の期間について試
算を行い、中期財政見通しを策定している。

【試算の前提】

令和6年度の年間見込額を
基礎として、国の経済財政
運営と本市の景気動向を
踏まえるとともに、現行の
制度や国の試算等を前提
とし、今後見込まれる増減
の要素を推計して、令和7
年度から11年度までの5年
間の期間について試算を
行ったもの。

（１） 中期財政見通し

1 中期財政⾒通し（令和7年度〜令和11年度）について
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（２） 歳入歳出の推移
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※１ 戦略的収支改善額（年間5億円）を毎年度積み上げていったものとして試算。
※２ 収支不足のほか実質収支相当額（10億円）を基金繰入額で調整。
注） 計数の端数調整により、表中の計、差し引き等が一致しない場合がある。

（３） 収支及び基金（財政調整基金、減債基金）残高

（単位：億円）
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ア 主な歳入の推移
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市税

①市税
個人市民税における定額減税が終了するほか、人口減少の影響があるものの、景気の回復や大型事業の効果な

どから、令和6年度と比較して、市税全体では増加する見込み。

②地方交付税＋臨時財政対策債
物価及び人件費の増等の影響により令和7年度までは増加するものの、人口減少の影響により基準財政需要額が

減少することに加え、市税及び地方消費税交付金等の増により基準財政収入額が増加することから、令和8年度以
降は減少する見込み。
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ア 主な歳入の推移

③市債
通常債（建設事業債等）については、新東工場建設事業や学校給食センター建設事業などの影響により令和7年

度と令和8年度に大きな借入を見込んでいる。
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イ 主な歳出の推移

①人件費
令和6年人事院勧告による増や定年延長による要素があり、全体的に290億円前後の水準で推移する。

②扶助費
後期高齢者人口の増加に伴う高齢者福祉費及び利用実績の伸びに伴う障害福祉費等の増はあるものの、原爆被

爆者特別援護費の逓減や全体的な人口減少の影響などにより、減少する見込み。
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イ 主な歳出の推移

③公債費
令和6年度をピークに以降は逓減していく見込みであるものの、新東工場建設事業や学校給食センター建設事業

などの投資的経費や金利上昇の影響により、通常債に係る公債費が令和8年度から上昇傾向となる見込み。

④投資的経費
令和7年度から令和8年度は新東工場建設事業や学校給食センター建設事業に伴い360億円前後で推移し、以降

についても、公共施設の計画的な大規模修繕に加え、新文化施設、市民総合プール及び松が枝地区広場整備の事
業開始などが見込まれることから、高い水準で推移する見込み。
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ウ 市債残高の推移

市債残高総額は減少していく見込みだが、その内訳は、地方交付税の振替で全額が国からの財政措置がある臨
時財政対策債が大きく減少しているものであり、通常債については、今後の投資的経費の推移に連動して上昇して
いく見込み。

参考：市民一人当たりの市債残高（一般会計ベース）

市 債 残 高

市 民 一 人 あ た り
市 債 残 高

各 年 度 末

住 民 基 本 台 帳 人 口

令 和 4 年 度 末 令 和 5 年 度 末
増　　減　　額
（ R5 - R4 )
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▲ 13,000

272,138
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263,109 ▲ 9,029
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エ 中期財政見通し（歳入歳出内訳）

※1 戦略的収支改善額（年間5億円）を毎年度積み上げていったものとして試算。 ※2 収支不足のほか実質収支相当額（10億円）を基金繰入額で調整。

注） 計数の端数調整により、表中の計、差し引き等が一致しない場合がある。

単位：億円、％

-9-


